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次期環境基本計画 基本方針 4の施策体系（案） 
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土壌汚染状況の調査や土壌汚染物質における地下水
汚染の防止、化学物質の適正な使用を指導し、有害化
学物質を使用した事業所へは調査・報告を指導します。 
騒音・振動は関連法令に基づき指導を行い、苦情へ

も十分な対応に努めます。 
そのほか健康影響が懸念される事象についても定期

的な調査・研究を行います。 

大気汚染状況を継続的に監視し、情報発信します。大
気の排出基準の遵守を事業所へ指導し、また啓発によ
り大気環境を守ります。ダイオキシン類についても東
京都と連携して定期的な測定、公表、指導を実施しま
す。 

史跡などの案内・解説を行うボランティア活動の支
援など、歴史的文化遺産の保全・活用を市民と協働で
進めます。魅力ある景観の形成のために、市の歴史と
文化の普及・啓発に取り組みます。 

・自動車、工場などの排出ガスによる大気汚染
の防止 
・ダイオキシン、アスベスト対策 

・公害発生源の都心を東に控え、それを滞留さ
せる山々が西に控え、光化学スモッグが発生
しやすい 

・土壌・地下水汚染の防止 
・騒音・振動の防止 
・PCB、放射性物質、光害対策 

・まちの美化対策 
・道路交通対策 
・自転車交通対策 
・歩行者安全対策 

・魅力ある景観の形成 
・歴史的環境の保全・整備 
・文化的環境の保全・整備 

－ 

－ 

・文化的環境というものは重要な要素である
し、府中市としての独自性も見ることが出
来る部分だ 

・3 万年以上前から人が住み続けてきて、武蔵
國府中としても千年以上の歴史がある 

土壌の環境保全や騒音
振動対策、その他公害

対策 

快適できれいな 
まちづくり

大気環境の保全 

歴史的・文化的環境の 
保全 

基本施策（施策の方向性） 基本施策（施策の方向性）の説明 施策に対する委員意見 現行計画の施策 

まちの美化対策に取り組み、快適なまちをつくりま
す。道路・自転車・歩行者それぞれにとって安全で快適
な道路環境づくりに取り組みます。 

－ 

【ご議論いただきたいポイント】 
基本方針 4の基本施策の構成 

水環境の保全 ・水質汚濁、地盤沈下の防止 
・健全な水循環の保全 

河川の水質を継続的に監視し、情報発信します。適正
な排水基準の遵守を事業所へ指導し、また啓発により
水環境を守ります。 
多摩川の水質保全と水質汚濁、地下水保全を目的と

した揚水規制を行うことで地盤沈下の防止を図りま
す。 

資料６ 



2 
 

次期環境基本計画 基本方針 5の施策体系（案） 
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市主体での活動のみならず、産官学連携によるこれ
までにない手法によって、環境問題への更なる解決策
を創出します。 

市民の日常生活も原因となる環境問題の解決や環境
の保全に全市民で取り組むために、環境に対する理解
を深める機会を創出します。地域で行う身近な環境保
全活動を広めるため、環境学習の指導者を育成します。 

・グループによる環境保全活動の PR や情報
提供、相互交流 
・市民や事業者へ環境情報の提供、市民や事業
者からの環境情報の収集 

・市民や事業者での環境情報の相互提供 
・環境まつり等の環境イベントの実施 
・環境保全活動センターの活用 

・ほかの自治体に比べ多様な主体が関わって
いるまちだが、パートナーシップ構築まで至
っていない 

－ 

・イベントの開催数などを指標とすると、新
型コロナウイルス感染症の影響を受けるた
め適切な評価方法を検討してほしい 

事業者・大学との連携 
による新たな取組の 

創出 

環境保全活動を支援す
るネットワークの構築

環境学習の推進 

基本施策（施策の方向性） 基本施策（施策の方向性）の説明 施策に対する委員意見 現行計画の施策 

環境保全活動センターの環境保全に関する学習
活動など、市民や団体等の環境保全活動を支援し、
市民・事業者・行政の協働、共創の場を構築しま
す。 

省エネ機器・技術の普及啓発や、環境行動につながる
ような情報等を収集し発信します。環境イベント等の
啓発活動によって、環境意識を高めます。 

情報発信の充実・ 
啓発活動の推進 

・環境学習講座の開催 
・児童、生徒に対する出張授業の開催 
・環境学習のリーダーの育成 
・環境保全活動センターの活用 

・若年層世代に環境教育が不足 
・教育委員会や環境保全活動センターとの連
携・協働を強化し取り組むことが必要 

・市民や事業者での環境情報の相互提供 

【ご議論いただきたいポイント】 
基本方針 5の基本施策の構成 


